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災害派遣医療チーム体制整備事業実施要綱

１ 目 的

この事業は、災害の急性期（４８時間以内）に可及的早期に救出・救助部門

と合同し、活動できるトレーニングを受け、機動性を持った災害派遣医療チー

ム（Disaster Medical Assistance Team。以下「ＤＭＡＴ」と言う。）の体制
デ ィ ー マ ッ ト

の確保に必要な災害派遣用医療機器等の整備を行うことを目的とする。

２ 補助対象

ＤＭＡＴを有する病院であって、厚生労働大臣が適当と認めるものを対象と

する。

３ 事業内容

都道府県知事はＤＭＡＴの体制の確保に必要な医療機関として要請した、災

害拠点病院、救命救急センター等にＤＭＡＴの体制の確保に必要なデータ通信

可能な衛星電話や災害派遣用医療機器等の整備を行い、整備を受けた医療機関

にあっては、ＤＭＡＴの体制の確保を行うものとする。

また、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康福祉機構及び国

立大学法人にあっては、ＤＭＡＴの体制の確保に必要な災害派遣用医療機器等

の整備を行うと伴に、ＤＭＡＴの体制の確保を行うものとする。

４ 整備対象

ア 災害派遣用医療機器等

イ データ通信可能な衛星電話


